感 染 症 対 策 規 程

（目　的）
第 １条　　本規程は、従業員への感染リスクと損失を最小にし、かつ会社関係者ならびにお客様への感染の拡大防止を図りつつ事業への影響を最小にすることを目的として制定する。

（感染拡大防止措置義務）
第 ２条　　従業員は、感染症法、新型インフルエンザ等対策特別措置法等に基づく政府・自治体から発出される拡大防止のための指針・要請・指示等に基づき、会社が従業員に要請または命ずる以下のような各種感染拡大防止措置義務を負い、同義務に沿った感染拡大回避行動をなすものとする。
①三密（密集、密接、密閉）にならないよう努め、消毒ならびに換気をこまめに行う。
②時差出勤、在宅勤務ローテーション等、会社が定める出勤をなす。
③通勤途中、社内、買い物等の外出時もマスクを着用する。
④感染拡大中、政府・自治体から外出自粛要請等が発出されている場合、クラスターが多数発生している繁華街の接待を伴う飲食店等、ライブハウス、バー、スポーツジムや運動教室、小劇場等の利用は行わない。
⑤感染者の濃厚接触者となる、もしくはそれに近似する状況に置かれた場合、その旨を保健所、会社に報告し、保健所の指示に従うだけなく、指示が出ない場合も、原則として２週間の在宅勤務をもって発症無きことを確認せずに出勤してはならない。
⑥感染拡大中、会社の内外を問わず、会社の許可ある場合を除き、家族以外の者との会食、飲酒を含む会合に参加することを控えるものとする。
　
（報告義務）
第 ３条　従業員もしくはその同居人が感染症に罹患、または濃厚接触者等の罹患の恐れがたかいときは、直ちにその旨を所属上長に連絡しなければならない。
　２　従業員は、前条の各種感染拡大防止措置義務の一環として、必要に応じ、会社が命じた会社指定の医療機関等によるPCR検査等の検査を受診し、その結果を会社に報告するものとする。

（検査結果）
第 ４条　前条により陽性の結果等、感染拡大となるリスクが発覚した場合は、保健所の指示に従った入院等の勧告に従った行動をなすものとする。
２　前条により陰性の結果が出た場合においても、会社は、従業員に対して、必要に応じて、相当な期間の出社禁止措置による在宅勤務命令、PCR再検査を命じることがあり、授業員は、正当な理由がない限り、これを拒むことはできないものとする。

（懲戒処分）
第 ５条　従業員が、前各条に違反した場合、就業規則第24条の制裁対象とする。また違反した当該従業員の上司への監督責任懈怠による制裁についても同様とする。

（損害賠償）
第 ６条　従業員がこの規程に違反した場合，それにより会社が被った全部または一部の損害の賠償は免れない。

（相談窓口等）
第 ７条　この規程に関する相談窓口は，上長及び代表取締役とする。相談時には相談者の体調の確認から行うこととする。また感染に関連するハラスメント行為が確認された時は、ハラスメント防止の指導を関係者に行う。


















（附　則）
　　　この規程は令和○年○月○日から施行する。
